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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第２四半期
連結累計期間

第14期
第２四半期
連結累計期間

第13期

会計期間
自　2022年９月１日
至　2023年２月28日

自　2023年９月１日
至　2024年２月29日

自　2022年９月１日
至　2023年８月31日

売上高 （千円） 987,656 123,124 1,187,284

経常損失（△） （千円） △128,178 △178,172 △269,767

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △130,336 △176,639 △488,081

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △130,336 △176,639 △488,081

純資産額 （千円） 1,889,784 1,569,482 1,531,865

総資産額 （千円） 2,603,298 2,131,007 2,140,107

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △7.74 △10.48 △28.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.6 73.6 71.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 166,737 △29,096 △840,413

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △127,000 △870 △122,900

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △66,847 170,154 △114,098

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 1,273,107 362,994 222,805

 

回次  
第13期

第２四半期
連結会計期間

第14期
第２四半期
連結会計期間

会計期間  
自　2022年12月１日
至　2023年２月28日

自　2023年12月１日
至　2024年２月29日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △3.81 △6.59

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第13期第２四半期連結累計期間及び第13期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。第14期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益については、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績等の状況の概要

当第２四半期連結累計期間（2023年９月１日～2024年２月29日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善

しつつも、個人消費においては足踏みの状況がみられました。また世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先

行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっており、物価上昇、ウクライナ及び中

東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響から依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループが主要事業とする再生可能エネルギー業界におきましては、第28回気候変動枠組条約締約国会議

（COP28）において、COP26で採択されたパリ協定の目標をさらに強化する採択がなされたことにより、気候変動対

策の加速を図るものとなり、今後も国内を始め世界的にも再生可能エネルギー市場は順調に拡大していくものと期

待されています。

 

そのような環境のなか、当社グループは事業を通じ「ヒトと社会の持続的な豊かさと幸福に貢献」するため、

（ⅰ）稼働中の太陽光発電所の仕入販売

（ⅱ）太陽光発電所の運営による売電

（ⅲ）太陽電池モジュール等の発電関連商材の仕入販売

（ⅳ）太陽光発電所及び小水力発電所の運営管理業務の受託

（ⅴ）非常用ガスエンジン発電機及びマグネシウム電池の開発

（ⅵ）健康食品及び基礎化粧品の仕入販売

（ⅶ）感染予防のための消毒用噴霧器のＯＥＭ供給

上記事業について継続的に推進し発展させると共に、新たな事業領域の開拓に果敢にチャレンジし、収益基盤の

強化を図っております。

 

当第２四半期連結累計期間における売上高は123百万円（前年同期比87.5％減）と減収となりました。その主な

要因は、前第２四半期連結累計期間では、前々期に売上計上予定であった太陽光パネルの販売がずれ込み、前第２

四半期連結累計期間に売上が計上された一方で、当第２四半期連結累計期間では、販売用不動産として保有してい

る太陽光発電所が未だ販売に至らず売上が計上されなかったためであります。損益の状況においては、特設注意市

場銘柄の解除により販売費及び一般管理費の圧縮を実現したものの、販売用不動産が販売に至っていないことに加

え、サステナブル事業における健康食品及び基礎化粧品等の販売数量が減少したこと等から、連結営業損失は171

百万円（前年同期は121百万円の損失）、経常損失は178百万円（前年同期は128百万円の損失）と、営業損益、経

常損益ともに損失を計上することとなり、親会社株主に帰属する四半期純損失は176百万円（前年同期は130百万円

の損失）となりました。

 

当第２四半期連結累計期間におけるセグメント毎の経営成績は以下のとおりです。

（再生可能エネルギー事業）

再生可能エネルギー事業は、太陽光発電所の販売活動を継続しつつ、同発電所の売電収入などにより、売上高は

59百万円（前年同期比92.7％減）、セグメント損失（営業損失）は28百万円（前年同期は10百万円の利益）となり

ました。

 

（新規エネルギー事業）

新規エネルギー事業は、主に非常用ガス発電機やマグネシウム電池等の商品化に向けた開発活動及び新規事業化

に向けたシーズの探索を主に行いました。当第２四半期連結累計期間において、引き続き費用が先行し、セグメン

ト損失（営業損失）は４百万円（前年同期は７百万円の損失）となりました。

 

（サステナブル事業）

サステナブル事業は、基礎化粧品及び健康食品の仕入販売、感染予防のための消毒機器のＯＥＭ供給事業などに

より、売上高は63百万円（前年同期比62.1％減）、セグメント利益（営業利益）は31百万円（前年同期比37.2％

減）となりました。
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(2) 財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末における総資産は2,131百万円となり、前連結会計年度末に比べ９百万円減少しま

した。総負債は561百万円となり、前連結会計年度末に比べ46百万円減少しました。

内訳は以下のとおりであります。

（流動資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比較して１百万円増加し、1,873百万円となりました。

 

（固定資産）

固定資産は、前連結会計年度末と比較して10百万円減少し、257百万円となりました。その主な要因は、のれん

が５百万円、機械装置及び運搬具が４百万円減少したことによるものであります。

 

（流動負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比較して17百万円減少し、104百万円となりました。その主な要因は、１年内

返済予定の長期借入金が14百万円減少したことによるものであります。

 

（固定負債）

固定負債は、前連結会計年度末と比較して29百万円減少し、457百万円となりました。その主な要因は、長期設

備関係未払金が17百万円、長期借入金が11百万円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末と比較して37百万円増加し、1,569百万円となりました。その主な要因は、資本金

が106百万円、資本剰余金が106百万円増加し、利益剰余金が176百万円減少したことによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、362百万円（前

年同期比71.5％減）となりました。また、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果使用した資金は29百万円（前年同期は166百万円の獲得）

となりました。その主な要因は、未払又は未収消費税等の増減額110百万円、減価償却費68百万円の計上等による

増加要因と、税金等調整前四半期純損失176百万円の計上、前渡金の増加額66百万円等の減少要因によるものであ

ります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果使用した資金は0百万円（前年同期は127百万円の使用）と

なりました。その主な要因は、定期預金の預入による支出0百万円等の減少要因によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果獲得した資金は170百万円（前年同期は66百万円の使用）

となりました。その主な要因は、株式の発行による収入211百万円等の増加要因と、長期借入金の返済による支出

25百万円、及び割賦債務の返済による支出17百万円等の減少要因によるものであります。

 

(4) 経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第２四半期連結累計期間において当社グループが定めている経営方針・経営戦略等に重要な変更および新たに

定めたものはありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2024年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（2024年４月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 19,327,720 19,327,720
東京証券取引所

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 19,327,720 19,327,720 － －

（注）発行済株式のうち、132,000株は、現物出資(金銭報酬債権95,700千円)によるものであります。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当第２四半期会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2023年12月14日

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役　９

従業員　５

新株予約権の数（個）※ 16,700（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　1,670,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり144（注２）

新株予約権の行使期間※ 自　2024年１月５日　至　2026年１月４日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　144

資本組入額　 72

新株予約権の行使の条件※

① 本新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予

約権者」という。）は、権利行使時において当社及

び子会社の取締役、監査役または従業員のいずれか

の地位を有していることを要する。

但し、任期満了による退任、定年又は会社都合によ

る退職、その他取締役会が正当な理由があると認め

た場合にはこの限りではない。

② 新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使

期間中に当社株価の終値が10営業日連続して行使価

額に50％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権

者は残存するすべての本新株予約権を行使期間の満

期日までに行使しなければならないものとする。た

だし、次に掲げる場合に該当するときはこの限りで

はない。

(a) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが

判明した場合

(b) 当社が法令や当社が上場している証券取引所の

規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示し

ていなかったことが判明した場合

(c) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、新株

予約権割当日において前提とされていた事情に大き

な変更が生じた場合

(d) その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害

すると客観的に認められる行為をなした場合

③ 本新株予約権の権利行使期間の満了日前に新株予

約権者が死亡した場合は、相続人のうち１名に限り

本新株予約権を承継することができる。ただし、再

承継はできない。

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式

総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行

うことはできない。

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはでき

ない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取

締役会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）３

　※新株予約権の発行時（2024年１月４日）における内容を記載しております。
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（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とする。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または株式併合

を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のう

ち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

 

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使

価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額×１/分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または

自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式

交換による自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額×（既発行株式数＋（新規発行株式数×１株当たりの払込金

額/新規発行前の１株あたりの時価））/（既発行株式数＋新規発行株式数）

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普

通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う

場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場

合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で

適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為

の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき

それぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び

数」に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を

勘案のうえ、上記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得ら

れる再編後行使価額に、上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のう

ち、いずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとす

る。
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（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す

る事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準

じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記「上記新株予約権の譲渡に関する事項」に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年12月１日～

2024年２月29日

（注）

1,467,000 19,327,720 106,980 1,169,938 106,980 379,187

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

  2024年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

西村　浩 奈良県奈良市 2,960,000 16.17

オーエスシーエンジニアリング株式会社 大阪府泉佐野市鶴原１８４７－１ 826,600 4.51

株式会社ＳＢＹデジタルプロダクツ 東京都渋谷区宇田川町１４－１３ 550,000 3.00

株式会社ふぉー優 兵庫県西宮市馬場町２－３２ 520,000 2.84

井村　誉志雄 東京都渋谷区 349,100 1.91

関　一 神奈川県厚木市 307,000 1.68

東京短資株式会社 東京都中央区日本橋室町４丁目４－１０ 300,000 1.64

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 263,600 1.44

株式会社エイチ・ティー・エム 千葉県夷隅郡御宿町御宿台２０２－４ 250,000 1.37

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番２１号 233,400 1.27

計 － 6,559,700 35.83
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,019,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,173,000 181,730

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

制限のない、標準となる

株式であります。単元株

式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 135,120 － －

発行済株式総数  19,327,720 － －

総株主の議決権  － 181,730 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数20個が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

    2024年２月29日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社ジー・

スリーホール

ディングス

東京都品川区東

品川二丁目３番

14号

1,019,600 － 1,019,600 5.28

計 － 1,019,600 － 1,019,600 5.28

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年12月１日から

2024年２月29日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年９月１日から2024年２月29日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人アリアにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 225,705 366,494

売掛金 46,944 29,922

商品 27,976 9,228

販売用不動産 1,437,008 1,374,120

前渡金 － 66,696

未収入金 － 403

未収還付法人税等 12,018 0

未収消費税等 109,132 307

その他 13,439 26,860

貸倒引当金 △889 △889

流動資産合計 1,871,335 1,873,143

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具 112,915 108,510

その他 92,671 91,673

有形固定資産合計 205,586 200,183

無形固定資産   

のれん 26,535 21,228

その他 417 368

無形固定資産合計 26,952 21,597

投資その他の資産   

出資金 250 100

敷金及び保証金 35,983 35,983

投資その他の資産合計 36,233 36,083

固定資産合計 268,772 257,863

資産合計 2,140,107 2,131,007
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,116 396

１年内返済予定の長期借入金 38,733 24,555

未払金 6,673 10,648

前受金 110 －

未払法人税等 8,117 7,389

設備関係未払金 34,884 35,413

賞与引当金 5,800 4,560

その他 20,654 21,548

流動負債合計 122,089 104,511

固定負債   

長期借入金 53,278 42,148

長期設備関係未払金 413,221 395,381

長期前受収益 5,920 5,716

資産除去債務 11,559 11,594

関係会社事業損失引当金 72 72

その他 2,100 2,100

固定負債合計 486,152 457,013

負債合計 608,241 561,524

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,062,957 1,169,938

資本剰余金 672,222 779,200

利益剰余金 24,011 △152,628

自己株式 △227,325 △227,404

株主資本合計 1,531,865 1,569,106

新株予約権 － 375

純資産合計 1,531,865 1,569,482

負債純資産合計 2,140,107 2,131,007

 

EDINET提出書類

株式会社ジー・スリーホールディングス(E24998)

四半期報告書

13/23



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年９月１日
　至　2023年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

売上高 987,656 123,124

売上原価 839,560 103,147

売上総利益 148,095 19,977

販売費及び一般管理費 ※ 269,395 ※ 191,290

営業損失（△） △121,299 △171,313

営業外収益   

受取利息 7 1

償却債権取立益 150 30

未払配当金除斥益 710 －

還付加算金 295 －

その他 15 192

営業外収益合計 1,177 224

営業外費用   

支払利息 7,987 6,960

支払手数料 67 0

その他 2 122

営業外費用合計 8,056 7,083

経常損失（△） △128,178 △178,172

特別利益   

受取保険金 － 2,148

特別利益合計 － 2,148

特別損失   

是正工事費用 1,470 －

特別損失合計 1,470 －

税金等調整前四半期純損失（△） △129,648 △176,024

法人税等 688 615

四半期純損失（△） △130,336 △176,639

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △130,336 △176,639

 

 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年９月１日
　至　2023年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

四半期純損失（△） △130,336 △176,639

四半期包括利益 △130,336 △176,639

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △130,336 △176,639

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年９月１日
　至　2023年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △129,648 △176,024

減価償却費 23,359 68,759

のれん償却額 52,742 5,307

是正工事費用 1,470 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,400 △1,240

受取保険金 － △2,148

受取利息 △7 △1

支払利息 7,987 6,960

支払手数料 67 －

売上債権の増減額（△は増加） 196,056 17,021

棚卸資産の増減額（△は増加） △37,136 18,748

前払費用の増減額（△は増加） △3,471 △13,351

未収入金の増減額（△は増加） 2,791 △403

前渡金の増減額（△は増加） 134,643 △66,696

仮払金の増減額(△は増加) △867 －

仕入債務の増減額（△は減少） △992 △6,720

未払金の増減額（△は減少） 499 3,974

前受金の増減額（△は減少） △83,299 △110

未払又は未収消費税等の増減額 33,358 110,440

その他 △2,649 460

小計 193,503 △35,023

利息の受取額 7 1

利息の支払額 △7,829 △6,960

是正工事費用の支払額 △14,740 －

法人税等の支払額 △10,003 △1,360

法人税等の還付額 5,799 12,097

保険金の受取額 － 2,148

営業活動によるキャッシュ・フロー 166,737 △29,096

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △600 △600

出資金の回収による収入 － 150

有形固定資産の取得による支出 △126,500 △420

その他 100 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △127,000 △870

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △49,769 △25,308

割賦債務の返済による支出 △16,797 △17,310

株式の発行による収入 － 211,248

新株予約権の発行による収入 － 1,607

配当金の支払額 △1 △0

自己株式の処分による収入 － 9

自己株式の取得による支出 △280 △92

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,847 170,154

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △27,110 140,188

現金及び現金同等物の期首残高 1,300,218 222,805

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,273,107 ※ 362,994
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第２四半期連結会計期間より、合同会社ＥＳクリーンエナジー１号は新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に見積実効税率を乗じております。但し、見積実効税

率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用しております。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2022年９月１日
　　至 2023年２月28日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2023年９月１日

　　至 2024年２月29日）

役員報酬 40,300千円  38,880千円  

給与手当 42,719千円  33,437千円  

支払手数料 71,146千円  45,481千円  

賞与引当金繰入額 6,076千円  2,190千円  

のれん償却額 52,742千円  5,307千円  

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年９月１日
至 2023年２月28日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年９月１日
至 2024年２月29日）

現金及び預金 1,275,507千円 366,494千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,400千円 △3,500千円

現金及び現金同等物 1,273,107千円 362,994千円
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　2022年９月１日　至　2023年２月28日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2023年９月１日　至　2024年２月29日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において、新株予約権の行使により、資本金が106,980千円、資本剰余金が

106,980千円増加しております。この結果、当第２四半期連結会計期間末において、資本金が1,169,938千

円、資本剰余金が779,200千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第２四半期連結累計期間（自　2022年９月１日　至　2023年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
再生可能
エネルギー

事業

新規エネルギー
事業

サステナブル
事業

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
819,938 － 167,717 987,656 － 987,656

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 819,938 － 167,717 987,656 － 987,656

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 819,938 － 167,717 987,656 － 987,656

セグメント利益又は損失

(△)
10,869 △7,040 50,689 54,518 △175,818 △121,299

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△175,818千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
 

EDINET提出書類

株式会社ジー・スリーホールディングス(E24998)

四半期報告書

18/23



Ⅱ．当第２四半期連結累計期間（自　2023年９月１日　至　2024年２月29日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
再生可能
エネルギー

事業

新規エネルギー
事業

サステナブル
事業

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
59,626 － 63,497 123,124 － 123,124

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 59,626 － 63,497 123,124 － 123,124

セグメント間の内

部売上高又は振替高
－ － － － － －

計 59,626 － 63,497 123,124 － 123,124

セグメント利益又は損失

(△)
△28,992 △4,802 31,814 △1,980 △169,333 △171,313

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△169,333千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年９月１日
至　2023年２月28日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年９月１日
至　2024年２月29日）

(１)１株当たり四半期純損失（△） △7.74円 △10.48円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）
△130,336 △176,639

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）
△130,336 △176,639

普通株式の期中平均株式数（株） 16,843,370 16,849,508

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要

－ －

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存

在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年４月12日

株式会社ジー・スリーホールディングス

取締役会　御中

 

監査法人アリア

東京都港区

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
　公認会計士 　茂　木　秀　俊

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
　公認会計士 　山　中　康　之

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジー・

スリーホールディングスの2023年９月１日から2024年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年12

月１日から2024年２月29日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年９月１日から2024年２月29日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジー・スリーホールディングス及び連結子会社の2024年２月

29日現在の財政状態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績並びにキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において
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四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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